工業製品製造業分野協議会決定事項要件様式　　　　　
工業製品製造業分野における育成就労外国人の受入れに関する誓約書
（金属熱処理業（細分類２４６５））

一般社団法人工業製品製造技能人材機構　殿

当事業所は、工業製品製造業分野で育成就労外国人に「全体熱処理」、「表面熱処理（浸炭・浸炭窒化・窒化）」又は「部分熱処理（高周波熱処理・炎熱処理）」のいずれかを主たる技能として設定し、業務に従事させるため、下記の一又は二の事項を誓約し、二の事項に誓約した場合は二の２にかかる資料を別途提出します。
※誓約事項の各項目を確認の上、□部分に☑を記載すること。なお、二の１においては、当該事業所で金属熱処理に専属で従事している常勤職員数を明記すること。

記
【誓約事項】
☐　一．当事業所内の製造品出荷額のうち、2465金属熱処理業が50％以上を占めています。

☐　二．当事業所内の製造品出荷額のうち、2465金属熱処理業が50％未満のため、以下の両方の要件を満たします。
１　当事業所は金属熱処理に専属で従事している常勤職員が10名以上在籍しています。（金属熱処理に専属で従事している常勤職員：　　　名）
２　当事業所は金属熱処理技能士（特級又は１級）が１名以上勤務しています。

【二.の２.にかかる提出資料】
・金属熱処理技能士（特級又は１級）の合格証書の写し

（注意）誓約事項を遵守することができなくなった場合又は勤務する金属熱処理技能士の変更等が生じた場合は、速やかにその旨を育成就労外国人受入事業実施法人（外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律施行規則の規定に基づき工業製品製造業分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準等（令和８年経済産業省告示第６２号）第２条に基づき経済産業大臣の登録を受けた法人をいう。）に対し、報告を行うこと。

	作成日
	20　　 年 　　　　月　　　 日

	育成就労責任者

工場名がある場合、名称記載、
工場名がない場合、本社工場に○
	＜企業名＞


	
	＜事業所（工場）名＞


	
	（工場名がない場合○）　本社工場

	
	＜役職＞
＜氏名＞




工業製品製造業分野協議会決定事項要件様式　　　　　書き方(例)

工業製品製造業分野における育成就労外国人の受入れに関する誓約書
（金属熱処理業（細分類２４６５））

一般社団法人工業製品製造技能人材機構　殿

当事業所は、工業製品製造業分野で育成就労外国人に「全体熱処理」、「表面熱処理（浸炭・浸炭窒化・窒化）」又は「部分熱処理（高周波熱処理・炎熱処理）」のいずれかを主たる技能として設定し、業務に従事させるため、下記の一又は二の事項を誓約し、二の事項に誓約した場合は二の２にかかる資料を別途提出します。
※誓約事項の各項目を確認の上、□部分に☑を記載すること。なお、二の１においては、当該事業所で金属熱処理に専属で従事している常勤職員数を明記すること。
二項目のうち いずれかに
チェックをしてください

記
【誓約事項】
☑　一．当事業所内の製造品出荷額のうち、2465金属熱処理業が50％以上を占めています。

☐　二．当事業所内の製造品出荷額のうち、2465金属熱処理業が50％未満のため、以下の両方の要件を満たします。
１　当事業所は金属熱処理に専属で従事している常勤職員が10名以上在籍しています。（金属熱処理に専属で従事している常勤職員：　●●　名）
２　当事業所は金属熱処理技能士（特級又は１級）が１名以上勤務しています。
誓約事項 二. にチェックした場合は
金属熱処理に専属で従事している
常勤職員人数を記載してください

【二.の２.にかかる提出資料】
・金属熱処理技能士（特級又は１級）の合格証書の写し

（注意）誓約事項を遵守することができなくなった場合又は勤務する金属熱処理技能士の変更等が生じた場合は、速やかにその旨を育成就労外国人受入事業実施法人（外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律施行規則の規定に基づき工業製品製造業分野に特有の事情に鑑みて告示で定める基準等（令和８年経済産業省告示第６２号）第２条に基づき経済産業大臣の登録を受けた法人をいう。）に対し、報告を行うこと。
工場名がない場合、本社工場に○　本社工場

	作成日
	20　●●年 ●●月　●●日

	育成就労責任者

工場名がある場合、名称記載、
工場名がない場合、本社工場に○
	＜企業名＞
株式会社　JAIM

	
	＜事業所（工場）名＞
第一工場

	
	（工場名がない場合○）　本社工場

	
	＜役職＞　　　代表取締役
＜氏名＞　　　　　経済　太郎




